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第３回東京都受動喫煙防止対策検討会

平成２７年１月２２日

【堅多局務担当課長】 それでは、時間となりましたので始めさせていただきます。本

日は寒い中、お足元の悪い中、お運びいただきましてありがとうございます。ただいまよ

り第３回東京都受動喫煙防止対策検討会を開催いたします。議事に入りますまで、しばら

くの間、事務局で進めさせていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。

なお、本検討会は公開となっております。カメラ撮影は資料確認までとさせていただき

ますので、よろしくお願い申し上げます。

それでは、今回が初参加となります委員の先生をご紹介させていただきます。後ほど各

委員の先生からお話をお伺いいたしますので、ここではご紹介のみとさせていただきます。

日本大学医学部公衆衛生学分野教授、大井田委員でございます。

【大井田委員】 よろしくお願いします。

【堅多局務担当課長】 順天堂大学スポーツ健康科学部教授、鈴木委員でございます。

【鈴木委員】 よろしくお願いいたします。

【堅多局務担当課長】 なお、青木委員、垣添委員、細野委員からは、ご都合により、

本日ご欠席とのご連絡をいただいております。また、大井田委員と工藤委員には、ご都合

により、途中退席されると伺っております。

それでは、資料に関しましては、前回同様、個別の確認は省略させていただきます。説

明させていただく中で不足等がございましたら職員までお知らせくださいませ。資料は、

式次第を表紙といたしましてつづったものの中に、本日ご意見を頂戴する団体からの資料

をつづってございます。それから、参考資料としまして、前回ご依頼のありました資料及

び座席表をお配りしてございます。

それでは、カメラの撮影はここまででよろしゅうございますでしょうか。どうもありが

とうございます。

それでは、これ以降、安念座長に進行をお願いいたします。よろしくお願いいたします。

【安念座長】 それでは、本日は前回同様、関係団体からの意見を伺うために４団体の

方々にお越しいただいております。

各団体のご意見を伺います前に、前回、受動喫煙の科学的根拠と規制による経済影響に
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ついての資料を依頼しておりました。その一つとして、今回、公衆衛生の専門家である大

井田委員がいらっしゃいますが、途中退席されるとのことであまり時間がございませんの

で、ご専門の立場からお話をいただきたいと存じます。大井田先生、どうぞよろしくお願

いいたします。

【大井田委員】 大井田と申します。

私、日本公衆衛生学会の理事長もしておりまして、公衆衛生学の立場から、学会の立場

からお話しさせていただきたいと思います。学会としての行動はまた後で話します。

まず最初に、都庁から受動喫煙の健康影響についての資料を出してくれと言われました

ので、１０ページまでは日本公衆衛生学会ではたばこ対策委員会というのがありまして、

そこの委員長の中村正和先生がこれを出してきてくれました。そのことを話しますが、次

の今村先生の資料と重なる部分も多々ありますので、簡単にお話しさせていただきたいと

思います。おそらく、次の東京都医師会の尾﨑先生からのお話もかなり重なっている部分

があると思いますけれども。

１ページ、受動喫煙の有害性に係る認識で厚生労働省の検討会が言ったことです。これ

は２６年度に労働安全衛生法の改正があって、有名なのはストレスチェックとか、印刷工

場の胆管がんが非常に有名ですけど、実は改正の一つに職場の受動喫煙防止というのが入

っておりまして、そのときの検討会が言ったことです。たばこの煙は発がん性のある化学

物質や有害大気汚染物質へのばく露であると。冠動脈疾患の原因となる。それから、急性

の循環器への悪影響があると言っているわけです。これをもって法律改正をしたわけです。

次の下のほうは、受動喫煙の健康影響に関する科学的根拠。これはもうご存じだと思い

ますけれども、２００６年にアメリカ公衆衛生総監（長官）は、報告書で、「もう議論は終

わった」と言いました。もう明らかであるということを言われたのが非常に大きなセンセ

ーショナルになりまして、有名かと思います。一方、日本政府もきちっとやっておりまし

て、１９８７年から「喫煙と健康」という報告書を出しております。

次、２ページ、この方が、いわゆる公衆衛生長官という方で、２００６年当時の、カル

モナさんという方です。この方は、プエルトリコ系の貧民街に生まれまして、高校も中退

した人ですけれども、ベトナム戦争に行って、軍によって高校を卒業できまして、それか

らニューヨーク州立大学の看護学科を卒業して、それからアリゾナ州立大学の医学部を出

て、外科の教授になり、それからブッシュに見出されて公衆衛生長官になった方です。こ

れ、海軍中将で、大統領の任命権限のあるポストです。ホワイトハウスというドラマであ
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ったと思いますが時々、公衆衛生長官を呼べと大統領が言いますが、医学的な問題があっ

たら必ず公衆衛生長官が取り仕切るというのがアメリカの伝統でございます。２００６年

に、「もう議論は終わった」と打ち出したのです。ただ、このとき、ブッシュ政権の中から

相当抵抗されたようです。たばこ対策を打ち出すというのは、それはそれでストレスがか

かるということらしいです。この方はすぐやめまして、何年後かに共和党じゃなくて民主

党の上院選挙に出て、ほんのわずかの差で負けましたが、非常にユニークな方で、この人

の講演を聞くと、当時いかにぐれたかというのを聞くことができて、なかなかおもしろか

ったんです。とにかく、今日はたばこですから、「議論は終わった」と、つまり明らかであ

ると言われています。

次の、３ページの上ですね。受動喫煙の健康影響というのは、肺がん、虚血性心疾患、

それから、鼻刺激等も明らかであるということが言われて、子供では中耳炎とか、ＳＩＤ

Ｓ、突然死症候群とか、いろいろと指定されています。妊婦さんは早産、低体重児、これ

はもう明らかであるということでございます。

受動喫煙による死亡が年６,８００人というのは、これは国立がんセンターの研究班が出

した試算でございます。

次をめくっていただきまして、受動喫煙により、６,８００人が死亡して、その下の図、

「１０万人あたりの生涯リスク」というのは、実は交通事故よりもリスクは高いというの

が言われているわけでございます。

それから、ちょっと飛ばしまして６ページの上、肺腺がんというのは、たばこと関係な

く、扁平上皮がんが関係あると言われましたが、そうではないということが最近の研究報

告で言われました。

次は放射線ですね。放射線の影響が今、非常にテレビのニュースなんかに流れますけれ

ども、そんなものよりもはるかにたばこの方が害があるということを７ページ目まで言っ

ております。

私、ちょっと外れますけど、十数年前、科学技術庁に勤務しておりまして、そのとき、

内分泌攪乱物質、いわゆる環境ホルモンというのが非常に騒がれました。検討会を開くと

いうので、理学部の環境ホルモンの専門家に会いに行きましたが、そのときに言われたこ

とは、何でそんなことを騒ぐのか、たばこの方がはるかに害があるのではないかと言われ

ました。その方はたばこの研究と関係ない方ですが、そのぐらいやはりたばこというのは

害のあることで、アスベストでも何年か前、大きな騒ぎになりましたが、アスベストより
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たばこの方がはるかに害が大きいわけです。

７ページの下は、受動喫煙の虚血性心疾患のリスクでございます。これは当然、たばこ

による害があるということでございます。

それから、ちょっと飛ばしまして９ページ、厚生労働省の局長さんがコメントを出して

いまして、矢島先生ですけれども、なかなか粋なことを言っているなと思ったのは、ジョ

ン・スチュアート・ミルの、いわゆる資本主義の精神、『自由論』というのを引用しまして、

「受動喫煙は他者危害」、要するに自由競争の中で規制を加えなきゃいけないのは、他人に

対する害があったときは規制を加えるということを厚生労働省の局長さんが言っているわ

けでございまして、いよいよ厚労省も本腰を入れて受動喫煙対策を始めようとしていると

思っております。

たばこ対策は結構古いので、ちょっと簡単に触れさせていただきますと、１９３０年代、

ナチス・ドイツで始まりました。ナチス・ドイツは、中産階級の医師たちが新しい権力と

結びついて健康政策を実現しようとしました。ですから、がん検診、それからアルコール

対策、食品問題、食品添加物、自然食品、たばこ問題、全てこれはナチス・ドイツによっ

て始められたんですけれども、当時の医師たちは東部戦線で亡くなったり、あるいは戦後、

生きていても沈黙したものですから、たばこ対策が広がることはなかったのです。その後、

１９５０年からアメリカで、あるいはイギリスで研究が始まりまして、１９６４年にアメ

リカの公衆衛生長官が、たばこは害があるということを言ったのが最初でその流れが日本

に来ました。

受動喫煙の害は、日本は非常に貢献しておりまして、国立がんセンターの平山先生が１

９８１年に、たばこを吸わない奥さんが旦那さんのたばこの本数によって肺がんのリスク

は高まるということを言ったのが最初で、それから１９９０年代になってアメリカの公衆

衛生長官が、「受動喫煙は害がある」と、あるいはＷＨＯや多くの機関とかいろいろなとこ

ろで言うようになりました。２００６年に、アメリカ公衆衛生長官のカルモナさんが、「も

う議論は終わった」ということを言ったわけで、私どもとしては、科学論争はこれで終わ

り、あとはいかに実践するかというふうに考えております。

次に、公衆衛生学会として何を目指しているかといいますと、これからのたばこ対策と

いうのは、一番は２０２０年の東京オリンピックの禁煙化をやっていただきたい。ロンド

ンや北京でも実施しております。なのに、なぜ東京ができないのかと思います。これはＷ
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ＨＯからお叱りを受けるのではないかと思っております。ぜひ２０２０年の東京オリンピ

ックのときは世界に恥ずかしくないようにしていただきたいというのが１つです。

２つ目は、たばこの値上げをしていただきたい。やっぱり値上げすれば、たばこを吸う

人が減りますから。私どもの教室では、未成年のたばこの喫煙率を２年に一度調査してい

ます。そのデータを財務省に報告に行けと言われまして、そのときにたばこの値上げをし

ていただきたいと、学会としてのお願いであるということを申し上げました。ただ、財務

省はなかなか慎重でございまして、密輸が増えるから嫌だという感じでした。２つ目がた

ばこの値上げです。

３つ目が電子たばこの問題、これを取り上げております。いわゆるニコチンを体に入れ

ていいのかということでございます。

日本公衆衛生学会として、いわゆるメタボ健診、それは流行語にもなりましたし、多く

の方が健康づくりに励んで、それはそれで効果がありました。公衆衛生学会として科学的

に大丈夫な政策かと疑問を思ったのです。そこはなぜかといいますと、日本人の一番の健

康阻害因子は、１位はたばこです。次は高血圧です。肥満は１０番目ぐらいです。それな

のに肥満対策をするというのはいかがと思いました。肥満対策はやってもいいのですが、

その前にたばこ対策をやるべきじゃないかということを厚生労働省に長年申し入れまして、

ようやく平成２５年に、メタボ健診、いわゆる特定健診・特定保健指導にたばこの問題を

のせていただいたという経緯がございます。公衆衛生ですから、たばこ対策というのは一

番重要な問題で、かつては感染症、結核でしたけれども、今はたばこ問題だと認識してお

ります。

簡単でございますけれども、以上でございます。

【安念座長】 どうもありがとうございました。

ディスカッションはまた後ほどさせていただきたいと存じます。

それから、今村委員からも資料を頂戴しておりますので、補足がございましたらお願い

いたします。今村先生、いかがですか。

【今村委員】 前回、座長から何か資料がないかということでしたので、私なりに資料

を提出させていただきました。専門の先生でいらっしゃる、大井田先生からも、あるいは

東京都医師会の尾﨑先生からも資料が出ておりますので、私からは簡単に申し上げます。

今、大井田先生のお話しになった受動喫煙による健康影響につきまして、国立がん研究

センターの研究結果ということで、これは重複しておりますので省略いたします。それか
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ら、成人、子供への影響、そして、今お話があった、夫の喫煙が奥様に及ぼす影響という

こと。

他にも、受動喫煙防止法で小児喘息の入院数が減少したというデータですね。これは『ニ

ューイングランド・ジャーナル・オブ・メディシン』という非常に権威のある科学雑誌に

出ているものです。それから、ＷＨＯのがん予防ハンドブックからですが、いわゆるレス

トランやバーを全面禁煙にすると売り上げが落ちるのではないかということに対する、そ

ういうことはありません、全面禁煙にしても減収はないというデータです。

最後に、愛知県庁で調べられた、県下で全面禁煙化した全店舗に対する立ち入り調査、

アンケート調査ではなくて、一軒一軒全部調査に回って、それを調べた結果、１,１６３店

舗のうちの９４.７％で「全面禁煙化の収入減少なし」というデータが出ておりますので、

提出させていただいております。

以上です。

【安念座長】 どうもありがとうございました。

野田委員からも資料をいただいておりますが、これは、がんの数が増えているじゃない

かという話でございますけど、何かコメントしたいことがありましたらどうぞ。

【野田委員】 これは、本検討会でずっと話題になっていた、日本における肺がんの発

生率、罹患率と死亡率に関して、国立がん研究センター発表のデータの表をもとに、グラ

フを作成して持ってまいりました。

一番後ろのところの１ページ目で、まず、申し上げたいのは、公衆衛生の大井田先生が

いらっしゃるところでこんなことを私が言うのもなんですが、死亡数は、実数として正確

に捉えることが今までもできていますので、信頼できます。死亡数は、このように上がっ

ているのは間違いがない。肺がんは男女ともにこれだけ上がっている。

次のページですけれども、一方、がんの罹患率を計算するのはなかなか難しい。特に、

前から申し上げているように、罹患率を評価するには、高齢化の因子を除いて年齢調整の

罹患率を計算しなければいけません。そうなると、いわゆるがんの登録が長い期間にわた

って安定して正確に行われている地域のデータを使わないと、年齢調整の操作のところで

計算が狂いますし、揺れも生じてきます。ということで、それを行った結果がこのグラフ

で、これにはたくさんの種類のがんのデータが入っていますけど、男性の肺がんがこうい

う感じで、これまで伸びてきたのが、今ようやく頭打ちになってきて、近年はちょっと下

がろうかという感じです。後ろのページには、見やすく、肺がんだけのグラフを出してあ
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ります。女性が、残念ながら、徐々にではありますが罹患率も上がっているように見える

というところであります。

一番最後のページを見ていただくと、これらの、いわゆる４県だけのデータを、きちっ

と、それもわかりやすく昭和６０年モデル人口に合わせて、つまり、ずっと昭和６０年の

ときの年齢層の分布のように日本人の年齢構成がいた場合に修正して示しています。この

男女計のグラフで、肺がんだけに絞っていますが、左のように死亡率は頭打ちですが、罹

患率は明らかな減少とはなっていない感じであるとわかります。そして、右側が男女別に

なっていますが、これ、死亡率と罹患率は、頭打ちで、ちょっと。やっぱりこれ、ジグザ

グしているのは、年齢調整のところでどうしてもこういうデータになるのかなというふう

に思いますけど、１年、２年でこんなジグザグは普通はしないわけですけど、どうしても。

あともう一つお伝えしたいのは、がん登録が条例化しましたので、これから先はもっと

もっと正確なデータが全国単位で出てきます。ただ今の段階では、最も正確であると評価

されている、そのようにコンセンサスがとれている、４県、宮城、山形、福井、長崎県が、

先ほどのように高精度地域として認定されているので、この４県のデータを用いるのが正

しいということになっているので、どうしても解析対象の人口が少ない、そのため、グラ

フの線が、こういう形でちょっとがたがたしているので、見にくいですけれども、でも、

日本の肺がん罹患率は、これまで伸びてきたものが、近年になって頭打ちになっているの

は間違いがなく、そこからどれだけ下がっていくのかどうかということが問題と思われる

ということであります。

それからあと、今日はデータをお出しできませんでしたが、もう一つの大きい要因は、

肺がんというふうに今は一くくりのデータになっていますけれども、これからがん登録を

きちっとしていくと肺がんの中の腺がんと扁平上皮がんの区別がもっと明確になってきま

す。そうなったときに、病理のデータや集計では、近年、扁平上皮がんの発生率が大きく

減りつつあるのは見えていますので、その発生に対する喫煙による影響のより強いと思わ

れる扁平上皮がんのほうに減少傾向が強いということは、やっぱり、喫煙率の低下の効果

がみられている状態だと考えています。そういうデータであります。

【安念座長】 どうもありがとうございました。それぞれスペシャリストの方々にコメ

ント等をいただきました。

それでは、今日のメーンイシューでございますが、関係団体の方々からのご意見を伺い

たいと思います。４団体の方々にお越しいただいておりますが、大変窮屈なことを申して
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恐縮ですが、それぞれ１５分程度ご発言をいただきまして、その後１０分程度、委員の皆

様からの質疑ということにいたしたいと存じます。団体の方々、事務局からご紹介申し上

げますので、そこで前の席にお着きをいただきたいと存じます。

それでは、事務局、お願いします。

【堅多局務担当課長】 それでは、資料３にございます意見聴取団体一覧の順にお話を

伺わせていただきます。それから、資料４に、各団体の皆様からご提出いただきました資

料を順番につけております。

まずは、公益社団法人東京都医師会、尾﨑副会長、蓮沼理事でございます。よろしくお

願いいたします。

【東京都医師会】 東京都医師会の尾﨑でございます。

いろいろ先ほどの委員の先生方とちょっと重複する部分はありますが、その辺は簡潔に

述べたいと思います。

まず、スライドをお願いいたします。たばこの害は明らかだと言いますが、私は、健康

寿命の延伸という、今、政府も、私ども医師会もそういったものに非常に力を入れようと

していますので、そういった面からたばこの害をもう一度、５分ぐらい復習したいと思い

ます。

これは、皆さんご存じかもしれませんが、たばこにはこういう成分が入っていると言わ

れます。４,０００種類以上の化学物質。６０種類の発がん性物質。アンモニア、ホルムア

ルデヒド、トルエン。もしこういったものが食事に入っているとしたらどうでしょうか、

飲み物に入っていたとしたらどうでしょうか。

すぐやめる。それから、こういうのが入っているというのが報道されれば、毎日のよう

にワイドショーで取り上げられて、おそらくその食品メーカーはかなり痛手を被るのでは

ないかと思いますが、たばこは、どういうわけか、肺から吸収されて、速やかに血液の中

にこういう物質が入ってくるにもかかわらず、野放しになっております。食品衛生法で、

たばこは食品ではないと、そういう規定があるからでございます。

今、健康寿命の延伸ということが話題になっております。日本人の今、平均寿命は男女

合わせますと８３ぐらいでございますが、これが元気で活動的で自立した状態で生存でき

る期間を健康寿命と申しますが、男性が７０.４、女性が７３.６ということで、この間に

平均では１１年間の隔たりがあるということで、これをなるべく平均寿命に近づけようと

いうことが今、予防医学的な問題であるというふうに考えられております。
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そして、これも先ほど委員のほうから出ましたけれども、健康に影響を及ぼす原因とし

て何が大きく影響するかといいますと、これは厚生労働省の発表でございますが、明らか

にたばこの害が大きい。高血圧よりも、運動不足、糖尿病、塩分のとり過ぎ、そういった

ものよりもはるかに害があるということがはっきりしているわけでございます。

それから、たばこが原因でどういう病気につながっていくかというのがこのグラフでご

ざいますが、がんのある程度の部分、この黄色い部分、それから心臓病、脳卒中、肺炎、

自殺、肺気腫というのはＣＯＰＤですが、こういったものに全て、この黄色の部分にたば

こが深く関わっているということでございます。したがって、日本人の４大死因、それか

ら他の主な死因について、ほとんどたばこが関与していると考えてよろしいかと思います。

たばこを吸われる人がもしがんになるという場合には、６０％がたばこが原因でがんに

なるということがはっきりしております。したがいまして、がんの予防としては、まず、

喫煙者にたばこをやめていただくということが、最も有効ながん予防対策であると私は考

えております。

次に、健康寿命を害するものというのが要介護になるような原因になってしまう病気の

一覧でございます。一番多いのは、やはり皆さんもご存じのように脳卒中、それから認知

症、高齢による衰弱、関節疾患、骨折・転倒、心臓病、だんだん頻度が減ってまいります

が、これらに深くたばこが関わっているわけでございます。糖尿病の発症にもたばこが深

く関わっていると言われております。

これは、たばこを吸うほど脳卒中の発生が多いというグラフで、特に女性に顕著でござ

います。

禁煙しますと約５年で非喫煙者と同じような発症率になるということになります。これ

だけの、たばこを吸っている人と吸わない人では発症率に差が出ているという、フラミン

ガム研究でございます。

次のスライドは大腿骨の骨折、つまり骨折しやすい方というのもやはりたばこを吸う本

数が多い方に明らかに多いということ、骨折の１９％はたばこが関与しているという報告

でございます。

また、歯周病というのがございます。これは歯周病になりますと、歯肉と歯の間がぐら

ぐらしてきまして歯が抜ける原因になる、つまり歯を失う原因になるわけですが、歯周病

の７５％はたばこと関わっております。

例えば、このスライドは最近の歯科の先生方の研究でございますが、歯を失って、義歯
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を使用していないと転倒のリスクが高まる。つまり、転倒すれば、骨折して、要介護状態

になりやすいということが、歯を失うということでも十分あるという研究でございます。

また、歯の数が多いほど、また、義歯による機能回復をするほど、認知症の発症も少な

いということが最近わかってまいりました。したがって、やはり歯を失うということ、歯

周病で歯を失っていくということが大変な問題で、認知症にもつながっていくというデー

タでございます。

たばこの害のまとめとしましては、がん、心臓病、脳卒中、肺炎の４大死因全てにたば

こは深く関わっております。また、死因だけでなく、健康寿命の延伸を妨げる、寝たきり

原因の３大疾患でもある脳卒中、転倒・骨折、認知症の原因としても重要であることがお

わかりいただけたと思います。

ここでスライドを一時とめていただけますか。

このようにたばこの害を受けている喫煙者は、やめたくてもやめられないニコチン依存

症に陥っていることを忘れてはいけません。これまで述べたように、多くの疾患になりや

すいリスクを背負わされて生きているのであって、彼らに自分たちが背負っているリスク

がいかなるものなのかについて何の説明や説得もせず、単なる嗜好の問題におとしめ、喫

煙者も非喫煙者も共存していけるのが幸せなんだというふうな提案をする一部の方々に、

私ども健康を守る専門集団としては大いに疑問と憤りを持つ次第でございます。喫煙者に

たばこの害をしっかり伝え、将来起こるであろう病気のリスクを回避してもらうことこそ、

私どもが、ここにお集まりの人たちが積極的に取り組むことではないでしょうか。

次に、本題の受動喫煙に移ります。たばこには、ご存じのように、本人が吸う主流煙、

それから、たばこから立ち上がる副流煙というのがございますが、副流煙のほうは、たば

こを口から吸っているときの煙ではないので、たばこの先端の温度は３００～４００℃ぐ

らいであります。したがって、石油ストーブの不完全燃焼のように、やはりたばこのいろ

いろな有害物質がより副流煙のほうに多く含まれるということになります。また、主流煙

のほうは、酸素をぐーっと吸い込みながら完全燃焼しますので、９００℃ぐらいに達する

と言われておりまして、発がん物質もそれなりに分解されると言われております。

従いまして、副流煙のほうが有害物質はこのように非常に多い。場合によっては百何倍、

それからニコチンでも２.８倍と、こういうデータが出ております。ただし、副流煙のほう

は空間で薄められていきますので、たばこを直接吸われる主流煙と同じ害、あるいはそれ

よりも多いということではないという報告もございます。
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これは実際に受動喫煙をどのぐらい受けて、どんなことが起きるか、あるいは、屋内を

全面禁煙にした場合には病気がどうなるかというのを見たものです。そうすると、非喫煙

者の肺がんは、２５のコホート研究によりますと２４％増加した。受動喫煙の場合で肺が

んがこういうふうに増加したというのが多数の論文の解析によっても証明されているとい

うことでございます。

じゃ、どういうところで受動喫煙を受けるのかということは、この国民健康・栄養調査

の結果でも明らかでありますが、１位は飲食店であります。２位が職場、３位が遊技場と

なっております。従いまして、やはり飲食店の受動喫煙防止というのにしっかり取り組ま

ない限り、国民あるいは都民の受動喫煙の影響というのは、害は防止できないということ

になります。

これは、産業医大の大和先生から借りたデータでございますが、例えば、左側は、全面、

たばこが自由に吸える喫茶店の中でございます。皆さんもご存じのように、たばこの微粒

子というのはＰＭ２.５と同じでございまして、このＰＭ２.５をはかる測定器を置いてお

きますと、右側は、ご存じのように北京のＰＭ２.５であります。２０１３年１月のデータ

の推移であります。多いときは６００から８００までＰＭ２.５が上がって、大気汚染が大

変進んだということです。一方、喫茶店の中のＰＭ２.５も多いときには５６０とか、北京

並みに増えて、健康面からいいますと、「危険」「大いに危険」「緊急事態」というふうにな

っておりますが、この辺のレベルまで、喫煙者がいるこういう喫茶店では達しているとい

う事実でございます。

これは、レストラン、ファミレスなどでよく喫煙席と禁煙席が分かれておりますね、分

煙、一番原始的な分煙といいますか、喫煙区域と非喫煙区域。この場合は必ず空気がまじ

り合いますので、ＰＭ２.５は禁煙席でも高い。喫煙席では当たり前ですが、ぐっと規制を

上回ってしまうということでございます。

今度は、エアカーテンというので多少きちっと分離しようということで喫煙と非喫煙と

を分けておりますが、これでも完全に禁煙者の方の席にも十分ＰＭ２.５がどどっと入って

きます。そして、喫煙室のほうは３００から３５０ぐらいの危険な濃度までＰＭ２.５が上

がってしまう。つまり、喫煙者はより害を受け、非喫煙者もやはり害を受けてしまうとい

うことがこういうことが分煙では起きてしまう。

これはもう完全に自動ドアで喫煙席と禁煙席とを分けているわけですが、やはりこうい

うところにセンサーを置いておきますと、禁煙席のほうも、例えば従業員が出入りしてド
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アをあけ閉めするごとにどっと入ってくる。また、こういうふうにある程度完璧を期すと、

完璧にはならないのですが、こうやって席が分かれると、喫煙席のＰＭ２.５の濃度は６０

０とか８００、つまり北京の大気汚染並みにどんどん上がってくるということで、喫煙者

の害もどんどん増えていく、禁煙者にもやはり害が及んでしまうと、こういう二重の悪い

ことが起きてしまうわけでございます。

実際に喫煙席はこういう状態になります。禁煙席は比較的クリーンであります。しかし

ながら、ここで働いている、例えば従業員のことを考えましょう。従業員の方は禁煙席に

も喫煙席にも行かなければいけません。したがって、こういう方々の健康、受動喫煙防止

を守ることが、こういう分煙でできるんでしょうか。

この方の体にセンサーをつけて働いていただきます。そうすると、これが宴会場、たば

こを自由に吸える宴会場のＰＭ２.５の濃度はこのように上がっていきます。もちろん禁煙

のロビーにおいてはこういうふうに濃度は上がりません。ただ、ここで働いている方が宴

会場のほうに入ってお仕事をしていますと、こういうふうに特にたばこを吸っている人の

ところに行ったりしますと、ＰＭ２.５がびびっと上がりまして、受動喫煙をすごく受けて

しまうという実例でございます。

こういう飲食店等では、今話題になっているのは、どちらかというと利用者のことです

ね。たばこを吸われる方も吸わない方も一緒に仲よくしましょうみたいな話ですが、それ

ではなくて、従業員の受動喫煙はどうやって守るんでしょうかという話です。これこそ東

京都も、また、行政、それから経営者もしっかり考えなければいけないことではないでし

ょうか。やはりこのようにこの方にセンサーをつけていただきますと、こういうふうに受

動喫煙の害を頻回に受けることになります。

一方、神奈川県条例で全席禁煙化、客も従業員も受動喫煙を解消したというレストラン

では、例えば、これは条例施行前です。従業員は相当な害を受けております。ところが、

当たり前のことですが、屋内を全部禁煙にすれば、ＰＭ２.５、たばこの煙は出ませんので、

全く、こういうふうに従業員の方もお客さんも被害を受けないというふうに、きれいに、

害がとれていくわけでございます。

これは、ある市役所の喫煙室です。いろいろなところに今、設けられているところが多

いのですが、そういうところで清掃業で働いている人がいます。この方にセンサーをつけ

ていただいて働いていただきますと、喫煙室を清掃するために、掃除をするためにこれだ

けの受動喫煙の害を受けている。こういったお仕事をされている方のそういう受動喫煙を
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どうやって防げるのでしょうかということでございます。

このスライドはＦＣＴＣのことでございますから、先に進みます。スライドが示すよう

に。喫煙室や空気清浄機の工学的な対策では受動喫煙を防止できません。したがいまして、

１００％の完全禁煙以外に屋内はないわけです。建物内は１００％完全禁煙です。これ以

外にはもう方策はないということがＦＣＴＣのことでも明らかになっております。

日本の健康増進法には、こういうふうに書いてあります。特に官公庁はしっかりしてい

ただきたいので、都庁はなるべく早く全面禁煙にしていただきたいと思っていますが、受

動喫煙を防止するために必要な措置をとらなければいけないのですが、この防止するため

に必要な措置はやはり分煙では難しい、屋内は分煙では無理だというのが先ほどのデータ

でおわかりになったと思います。

次のスライドは、レストランを全面禁煙にすると営業収入が減るということを皆さんが

言っておりますが、実はこういったものを論じている６６の論文中で、科学者がしっかり

査読をしているものでは２５件のうち２４件が影響はない、査読がないものでも３９件は

影響がない。たばこ産業がある程度関与しているので、査読がないもので１４件は減収し

たというふうになっております。したがいまして、公平な立場から書いた論文でいきます

と、ほとんどの、６６論文中６３論文で減収はなかったというのが、今の、ある程度偏り

のないデータでございます。

最近の喫煙率はこうなっております。去年７月の発表では、男が３０、女性が１０％を

割っている。両方を合わせますと１９.７％。つまり今、国民全体、都民全体の中でたばこ

を吸っている人は５分の１でございます。

マクドナルドは、今ちょっと別のことで騒がれていますが、従業員の労働環境の向上、

従業員の健康などに配慮することも大切な役割ということで全店禁煙になっております。

この視点が大事ではないでしょうか。お客さんも大事ですが、そこで働く従業員の視点、

これが大事だと思います。

受動喫煙防止対策の推進を望む場所、１位、路上、２位、飲食店でございます。路上の

ほうはある程度進んでいますが、飲食店をしっかりやることが大事ではないかと国民も望

んでおるわけでございます。

最後のまとめでございます。多くの飲食店の、分煙でいいのではないかという方は、喫

煙するお客様の権利を重要視します。喫煙者の客が来なくなるから困るとの主張がありま

す。でも、今や喫煙者は全体の５分の１でございます。民主主義のルールからいっても、
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８割の非喫煙者の健康を守りながら経営するのがしっかりとした経営者ではないでしょう

か。２割の人のことを守って、８割の人の健康を害するのが正しい経営者でしょうか。ま

してそれを後押しするような行政、あるいは議員の方がおられるとは思いませんが。

以上が、私ども、東京で健康を守り、病を未然に防ぎ、不幸にして病に倒れられた方を

治すことが使命として考えている東京都医師会として、健康寿命延伸のために一刻も早く

喫煙者の方にはたばこをやめていただく、そして、非喫煙者を守るためには、分煙といっ

た、容易にたばこの煙の微細粒子がすり抜けてしまうような、不完全な受動喫煙防止対策

は議論の対象からそろそろ外していただいて、屋内空間の受動喫煙防止対策としてはもは

や全面禁煙しかないことを委員の方々に自覚していただければと思っております。

以上、ヒアリングを終わりたいと思います。皆様方の今後の良識ある判断を期待いたし

ます。ありがとうございました。

【安念座長】 どうもありがとうございました。

東京都医師会、尾﨑副会長、それから蓮沼理事、両先生からのプレゼンをいただきまし

た。

では、委員の皆様からご質問、ご発言等ございましたら、どうぞ、どなたからでも結構

でございます。

【名取委員】 東京都医師会として、東京都民の健康を守るという強い立場を堅持され

ていることに敬意を表します。

ただ、受動喫煙の被害をかなり強調されていて、これは科学的事実だ、議論は終わった

というようなことを主張されておりますが、サイエンスの立場からは、議論は終わったと

いう言葉は永遠にないのであって、議論は永遠に続けないといけません。サイエンティス

トは常識を疑う、定説を疑うのがサイエンスの立場であります。ですから、受動喫煙や喫

煙は最大の健康被害の元凶だと、結論づけるのは少し行き過ぎじゃないかと思うんです。

例えば、わかりやすく、ちょっと例を挙げないとわかりにくいかと思うのですが、結局、

受動喫煙対策というのは政策の問題で、そこにはかなり利害関係が関わってきます。利害

関係の中で、利害を主張するから結論的な言動が出てくるんだと思うのですが、公平に見

るならば、いろいろな健康被害の因子を公平に比べてみないといけないと思います。わか

りやすい例を１つだけ挙げますが、例えば今、冬になって雪の多いシーズンで、雪国の人

は、車で遠出をすると雪に埋もれちゃって車が動かなくなることがある。そうしたら救援

を呼ぶのですが、寒い雪の中で暖房をかけて待機する。そうすると、排気ガスを吸って死
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亡する事件が結構起きていますね。受動喫煙被害を言うならば、受動排気ガス吸引被害と

いうのを並べてみなければいけないと私は常日ごろ思っているのですが、排気ガスの吸引

で死ぬ人はいるのですが、たばこをばかすか吸って、たばこの煙を吸って死ぬ人は聞いた

ことがありません。どちらが健康に有害か、そんなものは明らかなので、排気ガスの有害

性というのはものすごいものだと、それを一つ見たってわかると思うのですが。

それが実際に、東京都内では屋内駐車場というのがいっぱいあって、そこではアイドリ

ングしている車の後ろを子供が通っているわけですよ。大量に吸えば死ぬような有害物質

を子供が吸っている。それをやはり調べないのはおかしいんじゃないか。受動喫煙の被害

をかなり細かくデータをとって調べられていますが、屋内駐車場の受動排気ガス吸引被害

というのも同じようにやってもらえないですか。

【大井田委員】 その問題は排気ガスの問題であって、ここはたばこの会議ですから、

たばこ問題を扱えばよろしいのではないですか。

それから、これはサヴェッジという統計学者が言ったことですが、「この世に真実などな

い、専門家と自称する人間がかなりの確率で事実を言っているにすぎない」と言っており

ます。確かにたばこ問題もそういうことです。でも、それは全ての科学において言えるこ

とであって、議論は終わったというのは、かなりの確率で受動喫煙は健康に悪いというこ

とは言えるわけです。

【安念座長】 尾﨑先生、何かコメント、おありですか。

【東京都医師会】 私どもは、健康を守る医師として、また、日々、たばこを吸われて

いる患者さんがたくさん、病気になって来られるわけです。そういう方を診ていて、健康

を守り、病気を予防するためには喫煙者にはたばこをやめていただく、それから、そうい

う閉鎖空間でたばこの煙を吸って害を受ける人がいるので、それはやめていただきたいと

いうことを臨床の医者として思っているだけです。

ですから、先生がそういう思いであれば、先生がみずからやっていただければいいと思

いますよ、その排気ガスの問題。そして、そちらの面から健康を追求してください。私ど

もはあくまでたばこのことで、今、真摯に取り組んでいるわけですから、それは医師とし

て取り組んでいるわけです。ですから、それは健康を守るという面で同じだというなら、

先生は先生でそういった視点でやっていただければといいと思います。私どもは今、ここ

の受動喫煙防止ということで、本当に命をかけてやっているわけです。そういうことでご

ざいます。ですから、先生の言っていることを否定するつもりはございません。ぜひ一緒
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に取り組んでいただければと思います。

【安念座長】 世の中にはいろいろなリスク因子があって、政策当局としてそれにどう

いう順位で対策を打っていくかは、個別の因子の議論をどれだけしてもしようがないこと

であって、行政として動員できるリソースとの対比で議論しなければいけないことです。

名取先生がおっしゃった、例えば受動排気ガス吸引問題がないなどとは全然思わないし、

多分それは非常に大きな問題だろうと思うのですが、それと例えば受動喫煙にどのように

行政のリソースを配分していくかというのは、これは行政が決めることであって、本検討

会で直接扱う問題ではないと思います。このことは、何度も申しますが、私、名取先生の

ご認識が間違っているとかそういうことを全然申し上げているわけではなくて、行政とし

ては行政の役割がありますので、それは一応、今のところは括弧の中に入れて議論せざる

を得ない。せざるを得ないというのは、何度も言いますけど、そうすることが望ましいか

らではなくて、そうするしかないからそうすると、そういうことだろうと私は認識してお

ります。

どうぞ、工藤先生。

【工藤委員】 私も同じ意見ですが、大気環境の問題というのは呼吸器の立場から極め

て重要で、ＰＭ２.５についても、環境基準の策定の際には環境省のほうで関わってまいり

ましたし、大変重要なことです。しかし、どっちが重要かというような話になっちゃうと、

議論のすりかえのように私は思うんですね。ここの場はやはり受動喫煙の問題をどうする

かということの議論の場ですから、順位をどうかなどは、今、座長がおっしゃったとおり

だと思います。ここは受動喫煙を議論しましょうということだと思います。

【安念座長】 どうぞ。

【今村委員】 質問や意見ではありません、感想ですけれども。たばこの害、受動喫煙

の害については全く、先生のお示しされたものと私は同意見です。今まで店舗における対

策については、お客様の話が中心になっていて、前回も申し上げたのですが、大切な視点

は、働いている方たちへの健康影響についても考慮しなければならないということです。

特に非正規雇用で、若い方たちがアルバイトとして非常に長時間、飲食店で働いておられ

るという現実があります。そういった若い方たちの将来の健康に対してやはり真剣に考え

るべきだということは、全く私も同感でありまして、この検討会の中でも、そういう視点

から、これからもっと議論していただきたいと思っております。これは感想です。

【安念座長】 他にいかがでございますか。
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どうぞ、村先生。

【村委員】 ２つほどちょっと質問させていただきたいと思うんですけど、１つは、ち

ょっと瑣末なことかもしれませんが、自殺にもたばこの影響があると、先ほどご説明があ

りましたが、その辺ちょっと私、よくわからないので、どういうことなのか、ご説明いた

だけるとありがたいかなというのが１つあります。

それからもう一つは、お考えとして、喫煙そのものを禁止にするべきだ、お客さんだけ

ではなくて、労働者のことも考えれば、そうだというご意見だということはよくわかった

のですけれども、今、議論しているのは、これ、東京都の検討会ということですよね。で

すから、ご意見を伺っていると、将来的には日本の、先ほどから、飲食店でということか

なというふうに承ったのですが、日本国内の飲食店での喫煙そのものを禁止するべきでは

ないかとおっしゃっているのかなと、違ったら後でご説明いただければと思うんですが、

そういうふうに承ったのですが、これは東京都の議論ですので、できるとすると東京都の

条例で飲食店での喫煙を禁止するのがいいのではないかというご意見なのかなと。私の聞

き方が正しかったのかなというところを一つ、２つ目の論点ですが、ちょっと教えていた

だければということでございます。

【東京都医師会】 他の委員の方も結構詳しいかと思いますが、やはりドーパミンが、

たばこを吸うとニコチン受容体にニコチンがくっついてドーパミンが出るということなん

です。ドーパミンというのは、人を元気にしたり、どっちかというといい状態、躁状態に

するというか、そういう働きを持っているんですね。ですから、それがやはり切れてくる

と急に沈んじゃうわけですけれども。例えば、鬱の方とかそういう方で喫煙者ってすごく

多いわけですね、禁煙も非常に難しい。私、今まで３０人ぐらい、鬱の方の禁煙をやりま

したけど、成功された人って１人です。そのくらい、やはりたばこを吸うことによって少

し元気を保とうみたいなことがありまして、だから、そこのドーパミン等の原因でやはり

そういう自殺との関係があるというふうに言われていると思います。

それから、先ほど私が飲食店と申し上げたのは、一般の方々のああいう調査によります

と、やはり歩いているところとか、それから飲み食いに入るところでそういう受動喫煙を

受けやすいということを皆さんが感じている。あるいは、約５分の４の方はたばこを吸わ

ないわけですから、そういう方がやはりお店に入ったときにそういうことを感じられてい

るということです。だから、別に職場とか、官公庁とか、ホテルとか、人が集まる空間は

全部もちろん禁煙にするべきだと私は考えていますが、一般の方々にとっては、たばこの
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害を感じられるところというのが路上と飲食店だということです。ですから、この２つを

除いてしまって、職場とか、官公庁とか、ホテルとか、そういうところだけ禁煙にすれば

いいということではないと思いますので、そういったところも含めまして、東京都でもし

条例をつくるのであれば、そこを例外にしないで、全部そういうふうにできればしていた

だきたいというのが私ども医師会としての意見でございます。

【安念座長】 よろしゅうございますか。

他にはいかがでございますか。

それでは、また戻って話題にしていただいてもちっとも構わないと思います。

では、東京都医師会の両先生には本当にどうもありがとうございました。

それでは、次、ご紹介ください。

【堅多局務担当課長】 続きまして、東京消費者団体連絡センター、矢野事務局長でご

ざいます。よろしくお願いいたします。

【東京消費者団体連絡センター】 初めまして、東京消費者団体連絡センターの事務局

長を務めております矢野と申します。どうぞよろしくお願いいたします。

資料のほうは、今日、通しページがないので、おわかりでしょうか。医師会の方の資料

をずっとめくっていっていただいて、３枚ほど用意しておりますが、私ども東京消費者団

体連絡センターそのものの紹介を３枚目に用意しております。

東京消費者団体連絡センターは、全国組織ほど、それほど名は知れておりませんが、東

京のトータルでのさまざまな消費者団体のネットワーク組織としては、東京都との関係や、

場合によっては国との関係、さまざまなところでその役割をかなり果たしていけているか

なと思っております。全国組織の主婦連合会さんや消費科学センター、それから東京都内

のほとんどの生協は、私ども連絡センターにも関わりながら、一緒に消費者問題について

のさまざまな活動を続けております。

それでは、前の意見についてのところを見ていただければと思います。実は今回、こう

いったヒアリングの機会をいただいて大変ありがたく思っておりますが、私ども、受動喫

煙という言葉は結構知っていたのですが、なかなかその中身についてあまり深めておりま

せんでした。こういった場で意見を言うということで、私どもの定例会議がありましたの

で、その場でちょっと皆さんと意見交換をしました。その際には、既にこの検討会の第１

回で提供されました資料のＡ３判で出ましたガイドラインのことや、さまざまな資料を提

供しながら、皆さんとご一緒に受動喫煙について少し意見交換をしました。それが最初の
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「消費者の受け止め」です。

そうすると、受動喫煙の取り組みって結構進んできていますねという話が出ました。中

には、随分昔のことですけど、学校で、昔は職員室なんかでも先生たちは結構喫煙してい

らっしゃいましたし、それから、職員室の清掃を生徒がやっていて、灰皿なんかの片づけ

もしたりとか、そんな状況から比べれば、随分と今は、常識的にもそういったことが全然

おかしいんだというか、そういうことを禁じられている状況というのがあって、取り組み

は確かに進んできているという話がありました。

それから、今回、ガイドラインのことも、東京都がガイドラインを持っているというこ

とも資料として出したのですが、東京都はこんな取り組みをしているんだということをや

っぱり初めて知ったという方も結構いらっしゃいましたし、実際に今度はガイドラインの

中を見ていくと、ガイドラインの中に喫煙者・非喫煙者の相互理解とは一体何を示してい

るのか。私どもは、喫煙者が非喫煙者に対して、マナーも含めてですけど、理解を示して

いくということは非常に重要だと思いますが、逆に、非喫煙者が喫煙者に対して理解を示

していくということはどういうことなのか。このあたりは東京都のガイドラインの中身を

もう少し丁寧に説明していただかないと困るかなというふうに思っています。

それから、実際の生活の場で、飲食店を中心にしながら分煙が結構行われていますが、

徹底されていない状況がたくさんありました。席が近い、それから、換気が不十分である。

それから、駅の近くには喫煙コーナー等も設けてありますが、私は、中で吸っていらっし

ゃる方自体もすごい心配なんですけど、たくさんの人が本当にあの狭い空間の中でもうも

うと煙を立てながら吸っていらっしゃる状況で、駅によってはやっぱり駅の近くから喫煙

コーナー自体が取り除かれたという話も聞いていますが、さまざま、分煙が不徹底な場面

をたくさん見ております。

それから、やっぱり親が喫煙している家庭での子供への影響を非常に心配しております。

このあたりは本当にどうなっているんだろうかということで、実態のことも含めて、特に

乳幼児や、それから妊婦さんもそうですけど、そういった影響が心配です。

そういった話をさまざましていく中で、やはりガイドラインを条例化し、防止対策を推

進して、喫煙者の減少化にも役立てていけるのではないかというような声も出ました。

こういった意見交換をする中で、改めて、受動喫煙がこんなに進んできたのは一体どう

してなんだろうかということで、私も今回いろいろ勉強させていただきました。そういっ

たところでたどり着いたのが、実は、「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」、先
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ほど医師会のほうからもご紹介がありましたけど、この条約と、それから、この条約の中

の８条の受動喫煙に関するところに関しては、条約の締約国で２年か３年置きに行われて

いる会議で全会一致で採択された、８条の実施のためのガイドライン「たばこの煙にさら

されることからの保護」、これを改めて読ませていただきました。その内容が結構すぐれた

中身であるということを実感いたしました。そういったところでは、日本も法律ができ、

それから、県によっては条例をつくり、また、厚労省も通知を出しといったさまざまな取

り組みはされていますけど、改めてこの条約やガイドラインに立ち戻って、東京都での積

極的な受けとめと具体化を強く求めたいと思います。

既に第１回の検討会に資料は出されておりますが、改めて８条のガイドラインにはこん

なことが記載されています。全ての屋内の職場、屋内の公共の場及び公共交通機関は禁煙

とすべき、いわゆる全面禁煙です。それから、１００％禁煙以外の措置、換気とか、喫煙

区域の使用は不完全である。いわゆる分煙は、手だてとしては本当に有効性があるのかど

うか、疑問を投げかけていると思います。それから、たばこの煙にさらされることから保

護するための立法措置は、責任及び罰則を盛り込むべきである。この点に関しては、東京

都の場合は現在、ガイドラインにとどまっておりますから罰則等は入っておりませんが、

このあたりは次に意見で述べます、やはり条例化によって罰則を盛り込んでいただきたい

なと思っています。

２つ目です。防止対策の推進と実効性の向上を図るためにも条例制定を要望します。受

動喫煙防止の取り組みは一定の進展はあるものの、都のガイドラインや厚労省のたび重な

る通知では徹底されていません。

それから、国際化・情報化の時代に諸外国の取り組みが進んできている中、２０２０年

のオリンピック・パラリンピック開催都市であることも見据えた「東京都長期ビジョン」、

これは昨年１２月に策定されましたけど、その中での大きなテーマは「世界一の都市・東

京」です。その実現を目指すためにも、条例化での対応が環境整備の確実化につながると

考えています。

ただ、残念なことに、先日、舛添知事の記者会見の記事が新聞に掲載されていまして、

記事をそのまま引用すれば、条例化は「直ちには難しい」。新聞社によってその見出しの書

き方が、先送りとか見送りというようなことも書かれていますけど、「直ちには難しい」と

いうことなので、決して検討の余地がないわけではないと思いますが、少なくとも来年度

予算には分煙化の改装費用等の予算がとられるということで一定の取り組みは進められる
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ということですが、この検討会では、知事の発言とは別途、積極的な検討、推進のための

検討をぜひお願いしたいなと思っているところです。

それから、条例化を含めて、東京都のガイドラインに盛り込まれていない、いわゆる国

際的な８条ガイドラインの事項をぜひ取り込んでいただきたいと思います。立法化におけ

る責任及び罰則の盛り込み。それから、重要なことですが、監視と対策の評価。ガイドラ

インにも数値等が示されておりますけど、やはりそれがどの程度有効なものなのか、それ

から、年ごとにそれがどの程度実行されているのか、この検証は非常に重要かなと思って

います。このことは条例があるなしに関わらず、積極的に推進していただきたいと思いま

すし、そのことが条例への加速化につながるのではないかなと思っています。それから、

国際条約では、やはりこういった取り組みは市民参加、地域社会の動員と参加が非常に重

要であるということで、今回の検討会は専門家の方が集まっていらっしゃいますけど、こ

ういった機会に消費者団体が意見を述べられる機会はありますが、さまざまな機会のとこ

ろに市民参加が行われることを強く望んでいる次第です。

それから３つ目です。啓発を強力に推進してくださいということで、啓発自体は、社会

全体として受動喫煙防止対策を実効性を持って持続的に推進するための有効な手だてとし

て非常に重要というふうに捉えております。

啓発において、私ども、いろいろ学習した中で、改めて国のほうで平成２１年に取りま

とめられました「受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会報告書」、これもかなり質の高

い、すぐれた内容を提示しているというふうに捉えておりますが、そこで出されています

現状認識、やはり受動喫煙が死亡や疾病及び障害を引き起こすことが科学的証拠により明

白に証明されているということや、基本的考え方、この中身については今日、記載してお

りませんけど、改めてちょっと口頭で述べさせていただきますと、エビデンスに基づく正

しい情報の発信、それから、一人一人がたばこの健康への悪影響について理解を進めるこ

と、それから、受動喫煙防止対策があまねく国民から求められる気運を高めていくことが

非常に重要であるということです。この報告書のところには、喫煙者の喫煙の自由とか権

利の主張についても言及されていて、そのことを取り上げるのではなく、むしろ喫煙者が

受けている害のほうをもっと理解を進めていくべきではないかということも報告書に盛ら

れています。そういったことも含めて、啓発においては、今回やはり条約や８条のガイド

ライン、そういったものも改めてもっと広めて、なぜ受動喫煙防止を進めなくてはいけな

いのかという根拠として、また意義として、啓発の内容としては非常に重要ではないかな
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と思っています。

そして３つ目に、やはり健康被害を受けやすい乳幼児の家庭内受動喫煙防止を進める啓

発は、これは早急に力を注いでいく必要があるのではないかと思っております。

以上、簡単ですが、連絡センター、消費者団体からの意見とさせていただきます。

【安念座長】 矢野事務局長にプレゼンをお願いいたしました。どうもありがとうござ

いました。

それでは、委員の皆様からご指摘、ご発言がありましたらどうぞ。

【野田委員】 現状と、今まで政府あるいは都が行ってきたことの結果を踏まえた上で

の大変にすばらしいご発表だったと思います。その中で、ここが論点になるかどうかわか

りませんが、知事の記者会見のお話もありました。そこで矢野さんは、目標とするものは

一緒だとおっしゃいましたけれども、我々はここで、遠い目標はどうあるべきだというデ

ィスカッションをしている意識はなくて、東京オリンピックと、一つの時期を区切って、

そこに向けて今、何をすべきかという話を検討するのだろうと思って毎回ここへ来ている

わけです。そのときに、今までのいろいろなそういう連合会でのディスカッションのご経

験から、行政側が、ある意味、既にそういうふうな流れになっているとすれば、こういう

条例化に向けてという考えを強く発信するにはどうすればいいとお考えになりますか。

つまり、これは、ある意味、座長への質問にもなりますが、この検討会の場は、結論と

して、何を、どういう形で、どう発信するのかもまだ決まっていない形に思われますので、

その辺についてのご意見もいただけたらと思います。

【東京消費者団体連絡センター】 啓発のところでもちょっと述べましたけど、検討会

の報告書にありました、いわゆる気運を高めていく。それは例えば条例制定がやはり環境

整備の確実化につながるというふうな気運を高めていくには、１つには、やはり啓発の中

身が非常に重要ですし、それをあまねく本当に広めていくことが大事です。それから、啓

発にはもちろん私ども消費者団体もしっかり協力していきたいと思っておりますので、そ

ういったさまざまな手だてをさらに推進していくことが必要かと思いますので、検討会の

中でも、そういった手だてについてもご意見をぜひ発信していただければと思っておりま

す。

【安念座長】 今、野田先生からご指摘いただいた点、私はただの司会役ですので、私

が議論をリードする資格もないし、また、私は大抵の問題について何の定見もございませ

んので、ふわふわと浮いているだけなんですけれども、一わたり各団体、各専門家のお話
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を伺った後で、我々としてどういう選択肢があり得るかということについては、粗々、次

回あたりに簡単な選択肢を議論のための素材としてお示しできたらなというふうに思って

おります。ただ、そのとき、矢野さんのご心配というか、ご懸念があったやに伺ったけれ

ども、我々は別に政治家じゃないから、知事だとか政治家が何を言おうとそれは我々の知

ったことではない。また、受動喫煙対策、あるいはその規制をとるべきだとか、とるべき

でないとか、どっちの結論になるかはわからないけど、どっちの結論に傾くにせよ、政治

的に物を考えるのがミッションではありませんので、それとは独立に、基本的にはやはり

サイエンスに基づいて一定の結論を出せたら出すというのが我々のミッションだろうと思

っております。

他、いかがでしょうか。

どうぞ、先生。

【名取委員】 条例化を強く要望されておられるのですが、条例化ということはかなり

政治的な問題でありまして、それは公平に見なければいけないと思うんですよ、公平性が

問題になると思うんです。

私、先ほど東京都医師会のプレゼンテーションにもちょっと苦言を申し上げたのですが、

公平性という点で、今、日本は世界中から福島原発事故以降、放射性物質対策をどうして

いるんだというのが注目されていると思うんですよ。それについて、受動喫煙被害をそれ

だけ熱心に検討されているならば、放射線被曝問題、これは世界中が注目しています。そ

れと、日本の食品に対して輸入規制をかけている国もあるわけです。そういう国から日本

を訪れたときに、一番気になるのは、この食品は、安全か、自分のところの国では輸入規

制をかけているのに、日本に来たら安全になるのか、そういう問題もあると思うんですね。

その辺をどうお考えか。

ここは受動喫煙を中心に考える場ですけれども、受動喫煙の害を検討する上では、他の

有害物質と比較の上でやはり検討されるべきだと思います。これはサイエンスの立場に立

っても同じことです。

【安念座長】 それはそうです。

【東京消費者団体連絡センター】 私ども、消費者や消費者団体が懸念していることの

一つに福島原発による放射性物質への影響という、これは非常に大きな問題ですし、あわ

せて、福島をはじめとして被災されている地域への支援の問題もあります。それから今、

先生がおっしゃられました、諸外国の対応のことについても十分存じておりますし、さま
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ざま大きな社会的な課題がある中で、先ほど優先順位は政治的な課題でもあるというよう

な取りまとめもありましたけど、一つ一つが、生活にかかわる部分、それから人権的な部

分では丁寧にそれぞれに対応していくべきだと思いますし、食品が第一に優先されるべき

という優先順位をそこでむしろつけるよりも、公平さということでは、それぞれの問題に

それぞれきちんと対応していくべきだというふうに捉えております。

それと、ここのところ外国の方が非常にたくさん日本に来ていらっしゃる、円安の影響

もあるんでしょうけど、しかし、そういったことと、諸外国の輸入禁止は今、少しずつ是

正されつつあるので、そのことは改めてそういったことを発信しながら、安全性を数値を

出しながら伝えていくことと、それから、心配を、どういうふうに科学的なエビデンスで

伝えていくかということは大事なことだと思いますし、私たち消費者団体もそういった問

題にしっかり今、取り組んでいるところです。

【安念座長】 ありがとうございます。

他にいかがですか。

消費者団体のお立場というのも一義的ではないと思うのですが、非常に割り切った考え

方をすれば、他の条件が同じなら安い商品を求めるというのが消費者団体のお立場である

ということも理論的にはあり得ると思うんです。そうしますと、たばこも潤沢に安い価格

で手に入ったほうが、消費者のベネフィットにはなるのだというふうにお考えになるとい

うことはないものなのですか。

【東京消費者団体連絡センター】 それは全く考えておりません。

【安念座長】 そうですか。なるほど。

【東京消費者団体連絡センター】 既に条約の中にも、今回、８条が受動喫煙の部分で

すけど、条項のところに、いわゆるたばこの害があるからこそ、たばこについては価格の

政策化をしろ、いわゆる高くしてということですね。

【安念座長】 そう言っていますね。

【東京消費者団体連絡センター】 はい。それから、表示の問題もありますし、そのこ

とは非常にもっともなことだと捉えております。

【安念座長】 なるほどね。

どうぞ。

【今村委員】 非常に中身が充実した、すばらしいご意見だと私も拝聴しておりました。

今後、市民参加ということで、啓発もそうですし、消費者としてこういった問題に積極
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的に取り組んでいかれていくという意思を先ほどお話しになられましたけれども、どのぐ

らいのいわゆる構成員や団体があって、今後、いろいろな活動をされる中でどのぐらいの

影響力をお持ちなのか、教えていただけますか。

【東京消費者団体連絡センター】 先ほどの「東京消費者団体連絡センターについて」

という紹介のところを見ていただくとわかると思うんですけど、今、消費者団体を広義に

捉えた場合には生協も入ってきますが、消費者庁の調査では別々に分けておりますけど、

今や都内の生協の組合員は、地域によっては世帯数の半分が生協に加入しているというこ

とで、平均しても３割、都内世帯数の３割ですから相当な影響力を持っております。その

中で組合員の方たちがさまざまな活動をしています。

私どもの連絡センターのところにそれぞれの担当の方が出て、定例の会議を行い、そこ

で論議をしながら具体的な企画をしたり、催しをしたりしているわけですけど、そういっ

た意味では、かなりのところにいろいろな啓発や協力のことができると思いますし、それ

から、あわせて都内だけに限らず、いろいろな全国組織ともさまざまなネットワークを組

んでおりまして、これは消費者団体に限らず、弁護士の団体とか、いろいろな方たちと最

近はネットワークも進んでおりますので、取り組みをさらに進めるためにはいろいろ有効

に作用するのではないかなと思っております。

【今村委員】 ありがとうございました。資料がついているのを失念いたしまして、大

変失礼を申し上げました。ぜひ医療関係者とも連携をとっていただければ大変ありがたい

と思いました。

【安念座長】 今村先生ともあろう方が矢野さんをご存じないとは。この世界では泣く

子も黙る方です。

【今村委員】 すみません。私、担当が全く違うところなので、失礼を申し上げました。

【安念座長】 全然、余談になって恐縮ですけれども、もう３年近く前になりますか、

東京電力の電気料金の値上げの審査を、手がけたことがありましたが、そのとき、消費者

団体の代表として矢野さんがご出席になりまして、極めて鋭い視点から質問をなさいまし

て、東京電力の秀才の面々の顔色をなからしめた、そういう方でございます。これは私、

冗談で申し上げているんじゃありません。本当にそうでございました。

他にいかがでございますか。

じゃ、一旦こういうことにしましょうか。矢野さん、どうもありがとうございました。

【東京消費者団体連絡センター】 どうもありがとうございました。
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【堅多局務担当課長】 ありがとうございました。

それでは、続きまして、東京都たばこ商業協同組合連合会で、全国たばこ販売協同組合

連合会の田村副会長、東京都たばこ商業協同組合連合会の赤池事務局長でございます。ど

うぞよろしくお願いいたします。

【東京都たばこ商業協同組合連合会】 今、紹介にあずかりました全国たばこ販売協同

組合連合会の田村でございます。

まず冒頭、我々、零細の集まりでございますが、このような場に機会を与えてもらった

ことに対しましてまず御礼を申し上げたいと思います。本当にありがとうございます。

まず、我々の今日の場でございますが、冒頭に申し上げましたように、零細の小っちゃ

な、昭和の時代はどこでもあったたばこ屋さん、この集まりの協同組合でございます。そ

ういう意味で、少し簡単に概要をご説明させていただいた上で、この受動喫煙防止対策に

ついての我々としての立場の上での意見陳述をさせていただければと思っております。よ

ろしくお願いいたします。

我々の組織は、先ほど申し上げました、たばこ屋さんの集まりでございます。東京都に

おいては約５,０００名、全国におきましては約８万名の組合員から構成されている組織で

ございます。たばこ事業法、皆さんご存じのとおり、この法のもとに我々、許可をいただ

いておりまして、日々、たばこの購入を行いながらなりわいにしているといった集団でご

ざいます。

このたばこ事業法の中身、一つの目的としましては、我が国たばこ産業の健全な発展を

図って、もって財政収入の安定的確保および国民経済の健全な発展に資するという一つの

大きな目的がございます。我々、この購入を通しまして年間約２兆円を超えるたばこ税を

国及び地方に、財政の貢献を担っているというふうに自負しております。まだ今年度は出

ておりませんので、２５年度になりますが、東京都で申し上げますと都税で２０１億円、

それから区市町村税におきましては１,１４１億円、合わせまして１,３４２億円のこの税

を一旦、我々小売店が、これ、庫出税になっておりますので、メーカーから買ったときに

立てかえましてお支払いした上で、最終的には愛煙家の皆様方にご負担をいただいている

と、こういった構図になっております。これが我々の、簡単でございますが、団体の概要

ということでございます。

では、本題のほうに入らせていただきます。受動喫煙の防止対策につきまして、まず初

めに、我々が強く思っているのは、１つはマナーの問題がございます。我々、実はもう４
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０年になりますが、この４０年間、長きにわたりまして美化活動というものをやってきて

おります。現在も続いておりますが。その４０年間の中でいろいろな啓発活動、ティッシ

ュを配ったりだとか、当然、自分たちでごみを拾ったりだとかこういうことをやってきた

わけでございますが、当初は大変な量が、たばこの吸い殻が捨ててあった。少し思い出し

ていただければいいと思うのですが、特に東京都内なんかもそうでございます。大繁華街

なんかでも、ちょっと道を歩くだけでたばこがいっぱい落ちていた。この４０年間にわた

りまして、そういったポイ捨ての禁止だとか、条例も当然そこには貢献しているというも

のがありますけれども、喫煙者一人一人に対しての我々団体として啓発を図り、みずから

が自分たちの周りの清掃活動をし、こういうものを続けた結果、大変時間はかかりました

けれども、現在、非常にまちの中もきれいになってきているなと思っております。

先日、一部の、インターネットに出ておりましたが、海外のお客様が日本を訪れたとき

の感想といいますか、そういうものがあるアンケートに出ておりましたけれども、やはり

９割を超えるお客様が非常に日本はきれいだなと考えている、まちがきれいだなという印

象を持っている。あるいは、喫煙マナー、８割を超える、約９割近かったと思いますけれ

ども、海外の方々が、非常にマナーがいいなというふうに考えられている。そんな、我々

ではございませんが、あるところのアンケート集約が出ておりました。

そういったこと、マナー向上に取り組みつつも、やはりたばこの煙、これに対しまして

は、たばこを吸わない方はもちろん、たばこを吸う方の中においてもやはりこれは不快だ

なと思われている方もたくさんいるということも我々は承知しております。そういった中

におきまして、この受動喫煙防止、既に一部の他の県では一律規制ということも進められ

ておりますが、我々の立場から強く申し上げたいのは、そういった一律規制ではなく、ま

さしく分煙という形で、吸う人、吸われない方が何とか共存できないかなと、ぜひ、その

方向でこの首都東京が検討を進めていただければと思っております。

それぞれのお立場の中で、たばこに対して、あるいはこの煙に対してのご意見があると

いうことは我々は十分承知しておりますし、そのそれぞれのお立場での意見というのは、

そこで見れば、ある種の正義かもしれません。我々も、そういう意味では、ある種の正義

を持ってお話をさせていただいております。この正義と正義がいつまでもぶつかり合って

いても物事は私は決していい方向には進まないというふうに思っております。

日本には、少し情に訴える話に聞こえるかもしれませんが、やはりお互いをお互いさま

だねとか、あるいは譲り合いの精神だとか、今回の話、去年の流行語になりましたけれど
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も、おもてなしの精神、そういった精神を持った国民の集まりだと思っておりますし、今

後２０２０年に向けて、海外の皆様方が来たときに、喫煙者、それから非喫煙者の方々も

お気持ちよく日本に滞在できるような、そういった分煙の実現を目指して、ぜひ、この検

討会におきましてはご議論をしていただければと思っております。

甚だ簡単でございますが、これをもちまして我々の意見陳述とさせていただきます。ど

うもありがとうございました。

【安念座長】 どうもありがとうございました。

何かコメントを、どうぞ。

【野田委員】 皆様方がそういう業態の小さい販売店の集合だというのはよくわかるの

ですが、我々、たばこを吸わない人間から見ると、一番、たばこを買っているシーンに出

会うのは今、コンビニなんですね。ちょっとお聞きしたいのは、東京都内のたばこの売上

高の中で、今、フランチャイズ、直営店も含めて、コンビニ、いわゆる大手業界のほうが

販売している比率、量と、それから皆様方のような業態の小売業が販売されているものの

比率ってどのぐらいになりますでしょうか。

【安念座長】 粗々で結構でございますよ。私もちょっとそれを伺いたいなと思ってい

たんです。

【東京都たばこ商業協同組合連合会】 大変申し訳ございません。我々、全体を把握し

て、例えば量販店だとか、あるいはコンビニエンスストアだとか、あるいはドラッグスト

アだとか、あるいはパチンコ店だとか、いろいろな業態がございます。それと、我々のこ

の小売店の中でも組合に加入されている方と、実は加入されていない方もございまして、

今、そういう意味で数字をちょっと申し上げるのは難しいのかなと。逆に、メーカーさん

のときに全体の売り上げが出ますので、その中での比率というものは出ると思うんですけ

れども、そこまですみません、今ちょっと把握しておりません。

【安念座長】 じゃ、ＪＴに聞いておいてください。流通経路ごとの大体の数字、それ

は企業秘密だとも言いませんでしょう、１社しかないんだから。

【堅多局務担当課長】 はい。確認いたします。

【安念座長】 お願いします。

私もそれを伺いたいと思ったのは、やっぱり一番ヘビーに売っているところに対策を打

つというのが一番効率的なわけだから、それは知っておいていいことじゃないかなという

気がいたしましたね。



-29-

【東京都たばこ商業協同組合連合会】 ただ、１つだけ、実は、ｔａｓｐｏという成人

識別が入りまして、完全に小売店のほうが、要するに自動販売機が多かったという部分も

あるんですけれども、相当大きな逆転をしたというのは間違いございません。

【安念座長】 なるほど。それはそうでしょうね。

どうぞ、今村先生。

【今村委員】 私も無床診療所を経営している身として、小規模の販売者の方がご苦労

されているというのは十分よく理解します。

一般論として、分煙を進めていけばいいのではないかというご指摘ですが、分煙では十

分に受動喫煙を防止できないという意見も東京都医師会からもありましたけれども、かな

りきっちりと分煙を徹底しようとするとコストが当然かかるわけですね。そうすると、い

わゆる飲食店をはじめとした店舗や施設に対して分煙をしなさいと言うことは、かえって

小規模のところに非常に負担をかけることになりますが、その辺はどのようにお考えにな

っているのでしょうか。

【東京都たばこ商業協同組合連合会】 おっしゃるとおりだと思います。神奈川の話も

我々の組合で聞いておりますので、ですので、分煙のあり方につきましてもいろいろな方

法があるのではないかなと。これはメーカーさんも含めていろいろお知恵を、逆に言えば

お知恵が欲しいところでございますけれども、事業主の方々に過度な負担がかからないよ

うな分煙対策というのか、選択肢というものを広げていっていただきたい。また我々も協

力していきたい。そのほうで我々がお金を出せるかといえば、それは出せませんので、あ

まり簡単といいますか、軽々なことは言えませんが、知恵を出せば、そういう方向のいろ

いろな選択肢というものもあるんではないかなというふうに思っております。

【今村委員】 皆様方に申し上げることではないかもしれませんが、前回、たしか垣添

先生のご発言だったと思いますが、要するに吸える施設と吸えない施設があるから、収入

の問題や、いろいろな経済的な議論が起こってくるので、そもそも全面禁煙にしてしまえ

ば、分煙のためのコストがかからず、小規模施設への負担もかからないという考え方もあ

ります。今までのようなゆっくりとしたやり方ではなかなか対策を進めるのは難しいと思

いますので、こういった考えもあるのではないかなということを申し上げます。

【安念座長】 いかがですか。

どうぞ、工藤先生。

【工藤委員】 受動喫煙の話とはちょっと違うんですけど、せっかく小売の皆様方が
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おいでになっているので、お伺いしたいんですけれども、私どもは、たばこの価格をもっ

と上げるべきであると、１,０００円ぐらいとか、もっと上げるべきだと言っているのです

が。その理由の一番大きなものは、青少年が買えないレベルに持っていったほうがいいの

ではないか考えるからです。統計的な資料で見ると、税収は今までのたばこの値上げによ

っては落ちていないですね。これは小売店の皆様方の収入としては、当然、個数は、販売

数は減りますけれども、収入としてはあまり減っていないんですか。あるいは減ったのか

というのを教えてください。

【東京都たばこ商業協同組合連合会】 我々、先ほど８万の組合と言いましたが、実は

これ、２５万ぐらいございました。増税の問題もございますし、それから喫煙人口の構造

的な問題もございますけれども、毎年毎年ずっと減り続けてきております。先ほども申し

上げましたけれども、一部の、おじいちゃん、おばあちゃんがやっているところが結構多

うございまして、なかなかメーカーさんがいろいろものを出してこられますけれども、そ

れも覚え切れない部分があります。一方で、自動販売機に頼っていた部分もございまして、

大体ｔａｓｐｏが入る前を１００とすれば、小売店によっては７割程度売上が落ちており

ますので、我々の小売店の平均的に見た収入というのは完全に落ちております。廃業が毎

年毎年、今、歯どめがかからない状態になっております。いわゆる買い場が変わったと言

えばそれまでの話でございますが、したがいまして、全体の収入が上がる、税収が変わっ

ていないというのは確かにあります。ただ、我々の組合だけで見たときには大変なダメー

ジを受けているというのが現実でございます。

【東京都たばこ商業協同組合連合会】 すみません、関連して。手元に正確な数字はご

ざいませんけれども、東京都の税収に限って申し上げますと、１０年ぐらい前までは、た

ばこの税率が上がって、絶対の税額はもちろん増えるわけですけれども、同時に、要する

に消費本数が減ってまいりますので、それが大体二、三年は増税効果でもったんですけれ

ども、ここのところ１０年以内に限って言うと、大体１年もしくは２年ぐらいで税収効果

は薄れて、対前年割れ、落ちてしまうというのが現状でございます。

【野田委員】 工藤先生が聞かれたし、あまり、そういうことを言うべきでないんだっ

たらお答えは要らないんですけど、先ほど聞かれたのは、我々の理解では、たばこを高く

すると販売される本数は減るけれども、高い定価に掛ける本数で、税収は一定だという理

解です。発表者の方は、今は違うとおっしゃいましたけれど。そこで、小売をされている
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方たちの取り分、所得というのはそれでどう変わっているんですかということが知りたい

です。小売店サイドの総売上、１本当たりお幾らという金額が動かないというのか、そう

ではなくて、売り上げの金額の何％というふうな形になっているのが多いのか、いや、そ

れは企業秘密だということなら全然構わないのですが、そこの部分をやっぱりみんな心配

しているんだというふうに思います。

【東京都たばこ商業協同組合連合会】 企業秘密では全然ございませんので。私どもが

商売をして、たばこの例えば４３０円という銘柄がございますけれども、それの１０％で

す。

【野田委員】 それが値上げ前と値上げ後で１０％というのは一定ですか。

【東京都たばこ商業協同組合連合会】 そうですね。だから、以前は４１０円だったの

が４３０円になったので、マージンとしては４１円から４３円に上がったということにな

ります。

【野田委員】 わかりました。ありがとうございます。

【安念座長】 よろしゅうございますか。

それでは、どうもありがとうございました。

【全国たばこ販売協同組合連合会】 ありがとうございました。

【堅多局務担当課長】 ありがとうございました。

それでは、本日最後になりますが、日本フードサービス協会、関川専務理事、石井業務

部長でございます。よろしくお願いいたします。

【日本フードサービス協会】 日本フードサービス協会の専務の関川と申します。こち

らは石井業務部長でございます。よろしくお願いいたします。

【安念座長】 ありがとうございます。どうぞおかけください。

【日本フードサービス協会】 今日は、東京都の受動喫煙防止対策検討会の場で私ども

の意見を聞いていただくお時間をとっていただき、大変ありがとうございます。

では、資料に沿いまして私どもの考え方を申し上げたいと思います。

その前に、私どもの一般社団法人日本フードサービス協会は、外食産業の事業者を会員

としておりまして、主として大手のナショナルチェーンで、会員数としては８５０程度で

す。

一口に外食といいましても、実はいろいろな形態がございまして、業種、業態と言って

おりますけれども、大きく分けて５つ、６つあります。１つは、ハンバーガーとか牛丼と
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いうファストフード。２つ目は、ご家族連れで行かれるようなファミリーレストラン。３

つ目は、これはちょっとお値段が高いのですが、ディナーレストラン。４つ目は、アルコ

ール系になりますがパブ、居酒屋です。５つ目は、昼の憩いの場である喫茶店。これが大

きな業態ですけれども、その他６つ目としては、町の定食屋さんとか、おそば屋さんとか、

これは数からすると９９％はそういったところでございます。ですから外食、あるいは飲

食店といっても、喫煙の問題に関しても、それぞれ事情も違っておりまして、お客さんの

層も随分違うということをご理解いただければ幸いでございます。

１点目ですけれども、外食産業の提供する飲食環境についてです。外食産業はいろいろ

なメニューの提供を通じて国民の皆さんに健全な食生活を行っていただくという機能を担

っていますが、そのため、食事をする場を提供する、快適な空間をご利用いただくと同時

に、くつろげる時間を提供させていただいていると位置づけております。

したがいまして、外食店舗におきましては、事業者は多様な飲食環境を提供させていた

だいている。今ほど業態の種類を申し上げましたが、いろいろな環境が違います。提供さ

せていただくお店の雰囲気も違う、もちろんメニューも違う、そういった飲食環境の中で

お客様が好みに応じて自由にお店を選択していただく、あるいはご利用いただく時間も選

択していただく、メニューの中身もそうです。そういったことを通して国民生活の質的な

充実を図るということを目的としております。 したがいまして、今回の課題であります

喫煙との関係においても、これは結論となりますけれども、それぞれの施設といいますか、

お店の管理者、事業者、提供させていただく事業者の判断により、いろいろな手法がござ

います。うちは喫煙にしたいとか、あるいは分煙に対応したい、いや、禁煙の店を展開す

るんだというような、いろいろな事業者さんがございます。一方、お客さんによって好み

が違います。お客様に多様な空間や時間をご提供させていただき、それら多様な選択肢の

中から自由に選択していただく、そういったことを基本にしてございます。

２番目ですけれども、先ほど、職場における受動喫煙のお話がありましたが、大きな課

題となっております。職場における受動喫煙の防止となりますと、事務所や事業所という

ことになりますので、対象は不特定多数の人ではなくて、会社や工場の従業員であると普

通には考えられるわけです。しかし、飲食の外食の場合は少し違っている。もちろん職場

ですから、私どもの従業員であり、労働者の健康障害を防止するのは重要であり、外食に

おける人材を確保していくといった視点からも従業員の健康というのは大きな課題でござ

います。
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ただ、一般の事務所や工場とは大きく違うのは、外食における職場というのは外食店舗

でありまして、ここでは事業者と従業員という関係以外に、お客様という要素がもう一つ

入るわけです。それが外食店舗での職場でもあるわけです。したがいまして、経営者の考

え方、あるいは従業員の考え方と同時に、お客様の意向といったことも無視はできないと

いうことであります。

ビジネスの場であると同時に、働く職場である店舗の環境については、一律的な規制と

いうよりも、まずもって、自分の店をどうしていくのかということを経営者と労働者が十

分に話し合うことが必要であると考えております。

と同時に、お客様が求める喫煙環境というものは、業態なり、あるいは立地によっても

かなり違ってございます。都心の商業地のど真ん中と、郊外のロードサイドとか、住宅地

とでは、お客様の層が違います。例えば女性が多いとか、子供さんも来られる店舗である

のか、あるいは若いサラリーマンが多いとか、年配のサラリーマンが多いとか、店舗の環

境には違いがございます。

そういったことを踏まえますと、一律的な規制ということになりますと、経営的にも継

続が危惧される場合も出てくる。あるいは、お店によっては立地の条件に合わないという

ことであれば、店舗の撤退ということにもなり、そうなりますと、そこで働いていた従業

員の方の雇用という面でも、悪影響を及ぼしかねないということになります。

私どもの会員というよりも、外食、飲食店全体の話からすると、比較的小規模な店舗が

圧倒的に多いというのを先ほど申し上げましたけれども、これは物理的に空間分煙が困難

であるといったこともある。あるいは、テナントとして入っている場合には、そこのデベ

ロッパーの考え方によって、例えば大規模な排気ダクトを設けることはかなり難しいとい

ったこともありまして、分煙に対する制約もございます。そういったときにどのように対

応していくかという課題もございます。

３番目、私ども外食業界といたしましては、喫煙の問題については、受動喫煙の問題を

含めまして、いろいろな自主的な努力をさせていただいております。東京都の調査報告も

拝見しましたし、私どもの会員社の多くの事例もありますし、協会としても安全安心委員

会とか、環境委員会の活動として情報交換なり、進むべき方向というのを検討しておりま

す。この５年、あるいは７、８年の推移を見ますと、喫煙問題に対して私どもの事業者が

いろいろな努力もさせていただいているということがおわかりいただけるのではなかろう

かと思います。
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以前は、お店に入って右の席は喫煙だよ、左の席は禁煙だよというような状況でしたけ

れども、その後、低層の壁ができたとか、今度は完全に仕分けるという段階になります。

また、先ほどの東京都医師会様のお話の中でも私どもの会員の事例が出ておりましたけれ

ども、お店としては全席禁煙に切り変えたファミリーレストランがあります。これは一時

期にやったのではなくて、３カ年とか５カ年計画でお店をリニューアルしていきますので、

その機会を捉えて喫煙室を設け、客席を禁煙にしていきました。また、ハンバーガーチェ

ーンの例ですけれども、以前から分煙の仕分けを行っていたんですけれども、去年、全面

禁煙しますよ方針を切りかえたところもございます。私どもとしては、お客様あってのビ

ジネスになりますので、逆に言うと、お客様の意向があればそれに沿った対応をするとい

う経営者もございます。お客様が禁煙がいいとか、分煙がいいとか、喫煙したいというこ

とであれば、そのようなビジネスを展開していくということにもなります。

知事さんが、東京オリンピックを控えて、受動喫煙の問題を考えていく必要があるんだ

とおっしゃっているとお伺いしました。私どもも２０２０年に向けて、外食としては、イ

ンバウンドのお客様をどう捉えていくか、大きなビジネスチャンスでもございますので、

喫煙についてどういう対応がいいのかということも、検討している状況にございます。

この３番のところに、具体的な協会会員社の取り組み事例を掲げてあります。エアカー

テンの導入によって煙の流出を防止する。あるいは、空調と間仕切りを工夫して、禁煙、

喫煙の配置を時間帯によって変更するということもございます。また、店舗内に喫煙ルー

ムを設け、食事するところは全席禁煙にするというところもございます。それから、喫茶

店ですと１階は禁煙だけれども、２階は喫煙でもいいよ、というようにフロア別に分ける。

あるいは、時間帯によって、ランチの時間帯と土日は禁煙にする、夜は分煙だとか、いろ

いろな取り組みがございます。それから、個室をお客様ごとに選んでいただく。この個室

については、お客様が禁煙したいのか、あるいは喫煙したいのか、その辺は個室ごとに選

んでいただくという例でございます。

いずれにいたしましても、いろいろな取り組みがございます。業態の話をしましたけれ

ども、居酒屋というのはやっぱり一杯やりながら吸いたいという需要がかなり強い。ちょ

っと高い、おいしいコーヒーを出す、個店である喫茶店も、コーヒーを飲みながら吸いた

いというような方が結構おられるので、なかなか難しい面がございますが、その辺も含め

ましていろいろ工夫をしていきたいと思っております。

４番目になりますが、今回の知事さんのご提案も含めまして、私ども、今までの取り組
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みをさらに強めていくというきっかけにしたいと思います。

それから、中小事業者について言いますと、そもそも物理的に喫煙室を設けることはで

きない、一方、お客様の層からすると全面禁煙ということもできないというようなお店も

ございます。この辺もいろいろ取り組みについてお知恵なり、ご支援なりをいただきたい

と思っております。

東京都におかれましては、今、ガイドライン等が出ていますが、ガイドラインの内容に

ついて、今の状況、これからの方向性を踏まえたあるべき姿というものをご検討いただく

と同時に、私どもの業界、その中には事業者と従業員がおりますし、お客様の考え方もご

ざいます。そういった実態も踏まえた上で、私どもは自主的にこのように取り組んでいる

という方向をぜひご理解いただき、できればご支援いただければ幸いでございます。どう

もありがとうございました。

【安念座長】 どうもありがとうございました。

それでは、何かご発言がありましたら、どうぞ。

【今村委員】 「職場」における受動喫煙防止対策の中で、労働者の健康に配慮するこ

とは事業者として当然であるけれども、しかしながら、顧客の意向も無視できないという

ご説明があったと思います。その中で、「経営者と労働者が十分に話し合うことが求められ

ている」ということですが、例えば正規の社員やアルバイトの若い大学生等を雇用すると

きに、そういうことをきちんと話し合われているのでしょうか。あるいは、現実にはなか

なかそういうことは行われていないので、これからそうしたいというお話なのか、その辺

はいかがでしょうか。それともう１点、小規模の店舗は分煙が難しい場合もあるというこ

とですが、先ほども申し上げたように、全面禁煙にすれば、分煙のためのコストがかから

ないという考え方もあります。このままですと、小規模の店舗が大部分だったら、結局何

もできない、何もしないということになりますが、いかがでしょうか。

【日本フードサービス協会】 まず、雇用のときに話し合っているかというと、これは、

先ほどの業態によって随分違うということです。まず、学生さんなどアルバイトの方から

すると、あるいは主婦のパートの方も多いのですけれども、自分が働きたいという業種な

り業態を決めるとき、まず、店舗の環境を含めて選択して来られるんじゃなかろうかと思

います。具体的には、皆さん、働く意識も高まっていますから、自分の担当についてどう

いうことになっているかお店のお話もするでしょうし、また、たばこの問題について、こ

ちらは禁煙だけれども、こちらは分煙ですとか、あるいは時間帯によって変えているんで
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すよとか、当然、労働環境の中の条件の中でお示しして、そこは強制するということでは

なくて、そういう環境の中で働いていただけるかどうか、入り口の段階でお話をさせてい

ただくことになろうかと思います。

それから、２点目の小規模の店はどうするんだという話ですけれども、大手チェーンで

もお店自体の規模は小さいことが多いんですね。先ほどのプレゼンにも出ましたが、例え

ばそのハンバーガー屋さんでは、１階と２階で分けたり、しばらく前からは全席禁煙にし

て、喫煙ボックスを別に設けるといった対応をしています。ですから、お客さんの理解が

得られるのかどうか、投資の可能性がどうか、全席禁煙にすると管理の手間がかからない

という面もありますが、そんなことを総合的に判断して対応している、実態はそういうこ

とになっております。

【今村委員】 ありがとうございました。

なかなか国民の方が受動喫煙による健康被害について十分な知識を持っているとは言え

ない状況の中で、勤めたいという方に対して、労働環境について説明しても、皆さん、あ

まりよくわからないで勤めているのではないかなというのが正直な感想です。

２点目の、例えば１階は喫煙で、２階は禁煙という分け方をされていたり、それぞれの

お店で工夫されているということですが、そういった取り組みによって、喫煙スペースと

禁煙スペースで売り上げに明らかな違いはありますか。つまり、平均すると男性では７割

の方が吸わないわけですよね、国民全体で言うと８割が吸わないわけです。そうすると、

一般的に単純に考えれば禁煙のほうが売り上げは多いのではないかと思うのですが、そう

いったデータはありますか。

【日本フードサービス協会】 そこは平均値ではいかないところです。経営者ですから、

自分のお店はこういう展開をしているんだ、こういうお店をお客様に提供したいんだと。

全国で飲食店は７５万店舗あると言われますから、７５万店がいろいろな特色を出しなが

ら、自分のビジネスとしてのお店をタイプを示しながら、お客様にそれを選んでいただく

という、それが出会いなんですね。

むしろ、１階と２階の売上がどう違うかというより、今まで喫煙を認めていたんだけれ

ども、それを完全分煙にするとか、あるいは全面禁煙にするとか、そういう切りかえのと

きには売り上げについて影響があるという話をお聞きします。お店の立地によっても違い

ますし、そこの客層によっても違うんです。一時的に売上がダウンしたものを取り戻すと

いうところもあるし、若干取り戻したけれども、それが完全には戻していないというよう
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なところもあります。経営する立場からすると、それをいかにビジネスとしてまた新たな

チャンスに結びつけていくかと、そういう工夫をしないといけないというところもありま

す。いずれにしても喫煙から禁煙への切りかえのときに変化があるというのが事例として

は多いですね。

【安念座長】 よろしゅうございますか。

どうもありがとうございました。

今日は４団体の方からご意見を伺いました。お忙しい中、大変貴重なご示唆をいただき

まして、本当にありがとうございました。

前回、ちょっとお願いした件がありました。たばこ規制による飲食店の経営の影響につ

いて、何か調べられることがあったら調べてくれというのをお願いしましたが、それはど

うなりましたか。

【堅多局務担当課長】 参考資料を簡単にご説明させていただきます。

今村先生の資料の後ろに、Surgeon General 2014 での受動喫煙の健康影響についてと

いうことで、前回座長からお話しがございましたので、まとめてございます。

その後ろ、「たばこ規制による飲食店の売り上げ等、経済的影響の調査等」ということで、

海外はカリフォルニア、ニューヨーク、アイルランド、イギリスで、それぞれ伸びている

とか、変わらないとか、減っているというような色々なパターンがございましたので、例

示ということで出してございます。

それから、国内は愛知、大阪、横浜で、売り上げとか客層の変化ということで調査があ

るものをピックアップしております。出ておりましたのが３県市でございました。後ほど

内容をご覧いただければと思います。

それから最後に、ＪＴさんから、マナー広告の実施によりまして意識の向上、評価はど

う関わっているかということで、少しずつ、以前と比べてよくなっておりますというグラ

フを頂戴してございます。別紙で今年の冬の広告をつけております。

以上でございます。

【安念座長】 どうもありがとうございました。

予定した案件は以上ですが、鈴木委員には今回初めてご参加いただきました。ちょっと

ご挨拶を兼ねて一言、受動喫煙についてのお考えがあれば承りたいと存じます。

【鈴木委員】 私、この検討会に選ばれたのは、おそらく２０２０年オリンピック等も

あり、スポーツ関係者の代表の一人として選ばれたのだろうと思っております。個人的に



-38-

は、皆さんがスポーツにどういうイメージを持たれるかというと、元気さだとか、爽やか

さだとか、健康といったものになるかと思います。我々スポーツ業界としてはやはり全面

禁煙が望ましいというふうに考えております。オリンピックの業界をつかさどるのは、Ｉ

ＯＣ（国際オリンピック委員会）ですが、こちらのマーケティングは一業種一社がスポン

サーになれる、ただし、たしかたばこ会社だけはなれなかったのではないかなというふう

に思っております。そういう状況ではあります。

現実の話をこれからいたしますけれども、我々の各競技団体が入っている岸記念体育館

は、渋谷区にありますが、ここには喫煙所もありまして、分煙のスペースもある。選手の

話でいいますと、北区にナショナルトレーニングセンターというのがございまして、ここ

で多くの有力選手が寝泊まりしながら練習しております。そのセンター内にも実はたばこ

を吸えるところがあるんですね。直近でいいますと、アジア大会に日本選手団の本部役員

として私も参加させていただきました。選手村に滞在しておりましたが、選手村の中にも

たばこを吸えるスペースというのがありました。こういう状況になっております。

オリンピックの競技って３０弱ありますが、メダル獲得の有力な競技もございまして、

この有力競技の有力選手の中にも実は喫煙者がいるのも知っております。これは議事録に

残すかどうなのかわからないのですが、そういう状況が実は事実としてございます。

【安念座長】 いや、事実だからいいでしょう。

【鈴木委員】 状況としてはそういうことになっております。先ほどたばこ業界の方が、

我々はこれだけ税金を払っているという主張があったと思いますが、我々のほうは結構お

金を使うばっかりでございまして、非常に立場的には弱いんですが、では我々はどうやっ

て社会から評価されるかというとやはり国際的な競技大会におけるメダルの数でありまし

ょう。そういうメダルをとる選手のことも少し考えなくてはいけないと思いながらも、ス

ポーツ界全体としてはやはり禁煙が望ましいというふうに思っております。

我々のスポーツ界というのはやはり特別な世界です。トップアスリートがどのように結

果を出すかというと、おそらく、先ほどたばこを吸うとドーパミンが出るという話もあり

ましたが、極度のプレッシャーの中で極限状態で戦っています。そうした場面で、いかに

自分の実力を出すかというところでそれぞれの選手の工夫というのがありまして、それが、

ある選手にとっては喫煙なのかもしれないということです。

水泳連盟会長としての話もします。水泳競技は東京オリンピック・パラリンピックで一

番見たい競技の一つというふうに言われています。この中で私たちは結果を出したいとい



-39-

うふうに思っていますが、実際に選手に結果を出させるのはコーチ、指導者なんですが、

今、いろいろな各種、国内でも競技大会を行っていますが、コーチの喫煙率というのが結

構高くて、喫煙スペースというのをつくっております。隣を選手が通ったりもするのです

が、ちょっと今日のいろいろな報告を聞いて考えるところがありましたけれども、選手を

育てるコーチ、結構ストレスがかかるという状況があるというのが現状でございます。

今回初めてですので、ちょっと長くなりましたが、現状はこのようになっているという

ことです。これが我々のスポーツ全体の意見かというとまたちょっと違うかと思いますが、

以上でございます。ありがとうございました。

【安念座長】 鈴木委員、どうもありがとうございました。

さて、今日の議事はこれでおしまいでございますが、ちょっと私の不手際で時間が延び

てしまって申し訳ございません。

ただ、これは私の全く個人的な考え方にすぎませんが、私どもの検討会で何らかの取り

まとめをするという仮定に立っての話でございますけれども、これは一種の公衆衛生上の

政策判断でございますので、おそらくは現在の疫学の水準というものを前提として議論せ

ざるを得ないだろうというふうに思います。それ以外によるべき基準がないからと言えば

消極的ですけれども、そうならざるを得ないのではなかろうかという感触を私個人は持っ

ております。

現在の疫学の水準というのは、疫学者に聞かなきゃわからないことですが、私がざっと

見た限りでは、やはり受動喫煙は害があるというコホート分析が少なくとも幾つか出てい

るということは否定できない。そこから先が問題ですが、しかし、多くの知見はさまざま

な疾患との関係についてサジェスティブであるという程度のものであります。従って、極

めて頑健な結果が出ているとも言えない。そのような場合にどのような政策を打っていく

べきかというのはなかなか難しいことでございまして、おそらく基本的には２つあるんだ

と思うんです。つまり、より頑健な、よりはっきりとした有害の証拠が出るまで規制しな

いというのと、もう一つは、まずは規制しておいて、有害でない、あるいは有害性が甚だ

微弱であるというようなエビデンスが出れば、その段階で規制を解除すると、この２つの

選択肢が多分、大まかに言えばあるんだろうと思います。

その場合、どちらを選ぶかは、これはサイエンスの問題というよりは、ほとんどフィロ

ソフィーの問題でございますが、何度も申しますように、私のパーソナルな考え方にすぎ

ませんけれども、おそらくは、後戻りがきくような形で現在規制するというのができれば
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一番望ましいのではないかと思います。つまり、非喫煙者を保護しつつ、しかし、喫煙者

の自由、あるいは喫煙の環境のもとで経営する自由というものを確保できる方策があるの

ならそれがよろしいという気が私はしております。

当然のことですが、パブリックな環境のもとで非喫煙者が副流煙を受忍すべきであると

いう議論は、およそ成り立たないと思います。これは出発点ですが、しかし、自由に出入

りすることを許される空間において喫煙が許されるべきかどうかはまた別の問題でござい

ます。その際、幾つかの相反する考慮要素があって、１つは、子供とか、あるいは従業員

を中心とした若い人を保護しなければならない。これは極めて緊要な課題であると思われ

ます。他方、私は、アディクションであるから保護しなくてもいいという考え方もあるの

ですが、適法に今まで認められていた以上、喫煙者の喫煙する自由も保護されるべきだと

考えております。また、特に中小零細な事業者を中心として、事業者の権利といいましょ

うか、営業上の利益というものもできる限りはやはり考慮すべきであるというふうに思っ

ております。

これらはそれぞれみんなベクトルがあちこちに向いていて、完全にその全てを満足させ

るということはできない話だろうと思いますが、先ほども申しましたように、疫学上の知

見から、どうやら受動喫煙は有害らしいという前提に立ちつつも、さまざまなベクトルの

要求をある程度は満足する方法があればそれにこしたことはないだろうというふうに思っ

ております。

ただ、これは何度も申しますように、別に事務局がそう思っているとか、ましてや舛添

知事がそうお考えであるとかそういうことではなくて、私が中間的に、ただ個人的にそう

考えていると、ただそれだけのことでございます。

では、今回の議事はこれまでにいたしましょう。

事務局からご連絡がありましたらよろしくお願いいたします。

【堅多局務担当課長】 本日は大変お忙しい中ご出席いただきまして、委員の皆様、関

係団体等の皆様、どうもありがとうございました。貴重なご意見ありがとうございました。

次回は２月の開催を予定してございますので、よろしくお願いいたします。

連絡は以上でございます。

【安念座長】 では、どうも皆さん、長時間ありがとうございました。

【堅多局務担当課長】 どうもありがとうございました。

── 了 ──


